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Ｇ８ラクイラ・サミット 

（概要） 

平成２１年７月１０日 

外    務    省 

１．日程・場所  

３５回目を迎えたサミット（主要国首脳会議）は、７月８日（水）～１０日（金）まで

イタリア・ラクイラにて開催された。サミットは、８日のワーキング・ランチより開始し、

以下の議事日程にしたがって議論が行われ、１０日午後、ベルルスコーニ伊首相

による議長記者会見をもって閉幕した。 

 

８日 Ｇ８会合 

（１） ワーキング・ランチ： 世界経済 

（２） 午後： 地球規模課題（環境・気候変動、開発・アフリカ） 

（３） ワーキング・ディナー： 政治問題 

 

９日 拡大会合及び主要経済国フォーラム（ＭＥＦ）首脳会合 

（１） 午前： 新興５カ国及びエジプトとの拡大会合（注１） 

（２） ワーキング・ランチ： 新興５カ国及びエジプトとの拡大会合（注２） 

（３） 午後： 貿易に関する拡大会合（貿易）（注３） 

ＭＥＦ首脳会合（注４） 
 

（注１） Ｇ８、ブラジル、中国、インド、メキシコ、南アフリカ、エジプト 

（注２）  注１に加え、国連、世銀、ＩＭＦ、ＯＥＣＤ、ＷＴＯ、ＩＥＡ、ＩＬＯ 

（注３） Ｇ８、豪州、ブラジル、中国、インド、インドネシア、メキシコ、韓国、南アフリカ、ＷＴＯ 

（注４） Ｇ８、豪州、ブラジル、中国、インド、インドネシア、メキシコ、韓国、南アフリカ、デンマーク、国連 

 

１０日 拡大会合 

（１） 朝食会： アフリカ諸国との会合（注５） 

（２） 午前： 食料安全保障に関する拡大会合（注６） 
 

（注５） Ｇ８、アンゴラ、アルジェリア、エジプト、エチオピア（ＮＥＰＡＤ運営委員会議長国）、ナイジェリア、セ

ネガル、南アフリカ、リビア（ＡＵ議長国）、ＡＵ委員長 

（注６） Ｇ８、豪州、ブラジル、中国、インド、インドネシア、メキシコ、韓国、アンゴラ、アルジェリア、エジプト、

エチオピア、ナイジェリア、セネガル、南アフリカ、リビア、オランダ、スペイン、トルコ、ＡＵ委員長、

国連、世銀、ＩＭＦ、ＯＥＣＤ、ＩＥＡ、ＷＦＰ、ＦＡＯ、ＩＦＡＤ 

 

２．Ｇ８会合の概要  

７月８日、世界経済、環境・気候変動、開発・アフリカ及び政治問題を主要議題

として、Ｇ８首脳による議論が行われた。 

 

（１）世界経済 

目下の経済・金融危機を受け、ロンドン・サミットの合意及び各国の政策につい

てそれぞれの経済状況を踏まえ評価・点検することを目的とし、世界経済の現状
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評価及び今後の展望と課題、保護主義への対抗などについて議論があった。麻

生総理より、①過去最大規模の景気対策の実施及び中長期的な財政健全化の

取組、②持続的な成長の確保のためのグローバル・インバランスの是正の必要性、

すなわち米国の過剰消費の抑制及び黒字国、特に中国の内需主導型成長への

転換が必要であることを主張した。 

議論の結果、各国の努力により、世界経済には安定化を示す明るい兆候が見

られるものの、依然として不確実性はあるとの認識で一致し、９月のピッツバーグ・

サミットに向けて引き続き協力していくことで合意した。 

また、先進国が率先して保護主義を防ぐ決意を示す必要があるとの点で一致し、

ドーハ・ラウンドの早期妥結でも合意した。加えて、原油市場の安定に向けた取組

の重要性も確認された。 

 

（２）環境・気候変動 

本年１２月のＣＯＰ１５に向けて、Ｇ８として共同歩調をとりつつ今後の交渉に政

治的後押しを与えるという観点から議論が行われた。 

（イ）緩和 

世界全体の温室効果ガス排出量を２０５０年までに少なくとも５０％削減すると

の目標を再確認するとともに、この一部として、先進国全体として、５０年までに８

０％又はそれ以上削減するとの目標を支持した。同様に、主要新興経済国は、特

定の年までに、対策をとらないシナリオから全体として大幅に排出量を削減するた

め、数量化可能な行動をとる必要があることで一致した。また、首脳宣言において、

中期・長期双方の目標につき、基準年を１９９０年に限定せず、柔軟性を確保した

文言となったことは、我が国の主張が欧州側に受け入れられたという意味で意義

深い。総理より、２０２０年までに２００５年比１５％削減という中期目標達成のため、

低炭素革命を成し遂げていくとの我が国の決意を説明した。さらに、この数値は、

省エネなどの努力を積み上げて算定した、いわば「真水」の削減量であり、今後エ

ネルギー効率を更に３３％効率改善する必要がある、極めて野心的な目標である

ことを説明した。 

（ロ）資金・技術 

クリーン・エネルギー技術を含めた技術開発と研究の重要性、官民双方の資金

源を動員する形での資金メカニズムのあり方、排出量削減のための市場の役割、

途上国の緩和・適応支援等について議論がなされ、COP１５での合意に向けて、

各国が協力して取り組んでいくことで一致した。 

総理からは、太陽光発電、二酸化炭素を地中に埋め戻す炭素回収・貯留（ＣＣ

Ｓ）技術等、我が国が率先して取り組んでいる革新的技術開発について、いくつか

のＧ８諸国においても研究開発への拠出について前向きな動きがみられることを

歓迎する旨述べた。 

 

（３）開発・アフリカ 

（イ）各国首脳から現下の金融・経済危機が与える影響を踏まえ、Ｇ８の責任は増
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しており、引き続き指導力を発揮していくことが重要であるとの認識が示された。

また、各種のＧ８コミットメントの説明責任（accountability）に関する洞爺湖での

合意を更に推し進め、具体的な方策を検討する作業部会を設置することで合意

した。 

（ロ）総理からは、アフリカの成長を確保することの重要性を強調する中で、日本の

対アジア援助がアジア諸国の自律的発展を促したことを紹介しつつ、人材育成

が国力の基礎であることを強調した。 

（ハ）水・衛生、保健、教育といったＭＤＧｓ各分野についても、各国から取組を強

化する必要性についての認識で一致した。総理からは、特に保健に関し、個別

の疾病への対応に加えての保健システム全体の強化を訴えるとともに、政策に

反映できる人材の育成が不可欠であることを強調した。 

（ニ）食料問題については、総理より、我が国が従来より重視している分野であり、

米国が生産能力向上につきリーダーシップを発揮していることを歓迎するとしつ

つ、農業への国際的投資に関し、収奪を排し、透明性を確保し、もって責任ある

国際的農業投資を促進するための指針作りを考える必要があると述べ、支持を

得た。多くの首脳からも、食料安全保障の死活的重要性を強調する発言がなさ

れた。 

 

（４）政治問題 

（イ）イラン： イラン大統領選挙後の情勢について、各国より強い遺憾を表明。核

開発について、外交的解決策にコミット。他方、対話の窓は限られており、Ｇ８が

連帯してイランに対し安保理決議等の遵守を引き続き求めることで一致した。 
（ロ）北朝鮮： 麻生総理より、北朝鮮による弾道ミサイル発射及び核実験は容認

できず、北朝鮮の核保有は絶対に認めないとの国際社会の姿勢を明確に示す

べきことを強調した。これに対し、各国よりも同趣旨の発言を行い、宣言では最

も強い表現で北朝鮮を非難し、安保理決議１８７４の完全履行に各国が取り組

むことの重要性を確認。また、拉致問題についても麻生総理より取り上げ、各

国よりの支持の下、首脳宣言に盛り込まれた。 
（ハ）軍縮・不拡散： ７月６日の米露首脳会談で戦略兵器削減の大枠に合意した

ことを歓迎した。麻生総理より、北朝鮮やイランをめぐる厳しい国際環境を改善

するためにも、国際的な核軍縮・不拡散体制の強化が重要である旨指摘。ＣＴＢ

Ｔの早期発効に向けた努力や、カットオフ条約の交渉早期開始への支持等、核

兵器のない世界のための状況をつくることについて、コミットメントを確認した。 
（ニ）中東和平： 二国間解決を支持。暴力やテロの拒否及び入植活動の停止を含

むロードマップ上の義務の遵守をすべての当事者に要請すべきこと、また、対

パレスチナ支援に取り組むことで一致した。 
（ホ）アフガニスタン・パキスタン： 地域協力の重要性を指摘しつつ、Ｇ８として支

援継続を確認。アフガニスタンに関し、旧タリバン勢力との和解努力が進められ

ていることを歓迎しつつ、Ｇ８としても支持していく旨を確認。パキスタンに関し、

武装勢力に対する掃討作戦により生じた国内避難民（ＩＤＰ）支援のために連携
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することで一致した。 
 

３．成果文書  

世界経済、環境・気候変動及び開発・アフリカに関する「Ｇ８首脳宣言」、「Ｇ８首

脳宣言（政治問題）」、「テロ対策に関するＧ８宣言」及び「不拡散に関するラクイラ

声明」が発出された。 

 

４．拡大会合の概要  

７月９日には新興５カ国及びエジプトとの会合、貿易に関する拡大会合及び主

要経済国フォーラム（ＭＥＦ）首脳会合、３日目の１０日にはアフリカ諸国との拡大

会合及び食料安全保障に関する拡大会合がそれぞれ開かれた。 

 

（１）新興５カ国及びエジプトとの拡大会合（９日午前・ワーキングランチ） 

(イ)持続的な経済成長、気候変動、開発を始めとする地球規模課題については、

相互に密接に関連しているとの認識に基づき、議論を行った。 

（ロ）新興国からは、１４カ国で地球規模の問題を議論することはより代表性が高く

効果的、また広範なフォーマットで対話することも重要である旨強調された。ま

た、ＩＭＦ等国際金融機関の資金増強や改革を進めるべきであり、現下の危機

が脆弱な途上国及びミレニアム開発目標の達成に影響を与えないよう、先進国

側が引き続き支援のコミットメントを果たすことが重要との意見があった。また、

気候変動問題に関し、次期枠組み交渉において歴史的責任に基づいた責任を

負うこと及び一人当たり排出量に基づく行動とすべき点を強調する声もあった。 

（ハ）Ｇ８側からは、Ｇ８の有用性を否定する公言はなかったが、Ｇ８が新興国と共

に行動していく必要性が増大しているとの認識が共有され、現在の多様な課題

に対応していくために複数の枠組みが必要との認識を示した意見も示された。

グローバル・インバランスの是正や責任ある開発原則等我が国が従来から主

張していた点について、Ｇ８が指導力を発揮する形で、新興経済国との間で問

題意識が共有され、新興経済国との間で初めて共同宣言が発出された。 

 

（２）貿易に関する拡大会合（９日午後） 

（イ）現在の世界貿易を巡る現状として、更なる貿易抑制的・歪曲的な動きが見ら

れるとして、保護主義的な流れに対する警戒感が示された。かかる状況におい

て断固として保護主義を拒否すべきであるとの認識が共有された。また、ＷＴＯ

ドーハ・ラウンドの早期妥結、貿易金融への大規模な資金供給等ロンドン・サミ

ットにおける合意の着実な実施が重要であることが強調された。 

（ロ）ドーハ・ラウンド交渉については、これまでの進展を基礎として、２０１０年まで

の妥結を目指し交渉を鋭意進めることが合意された。 

 

（３）主要経済国フォーラム（ＭＥＦ）首脳会合（９日午後） 

ＭＥＦ首脳会合では、年末のＣＯＰ１５の成功に向けて、有意義で活発な議論が
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行われ、気候変動問題について首脳レベルで議論を行うという、ＭＥＦの本来の趣

旨にかなった会合となった。 

この会合で採択された首脳宣言においては、２０５０年までの世界全体の排出

削減の半減目標に合意することまでは合意できなかったが、目標を設定するため

に、今からコペンハーゲンのＣＯＰ１５までの間にＭＥＦ参加国の間で協力して取り

組んでいくことが決まったこと、さらにその際、その削減目標が「相当の量」

（substantially）であることに、ＭＥＦに参加している主要経済途上国を含めて合意

したことは有意義。昨年の洞爺湖からの前進であり、年末のＣＯＰ１５に向けて、首

脳として力強い、政治的な方向性を示した。 

 

（４）アフリカ諸国との会合（１０日朝食会） 

金融・経済危機のアフリカへの影響につき、アフリカ側より、ＯＤＡ増大に関する

Ｇ８によるこれまでのコミットメントの確実な実施、４月のロンドン・サミットの決定事

項の早期実施等の要望が行われた。また、アフリカが気候変動問題に対処するた

め、Ｇ８による支援の期待が表明された。さらに、アフリカの平和と安全保障のた

めの取組についても議論がなされた。終了後、水と衛生についてのアフリカにおけ

るアクセス拡大等への取組に合意した声明が発出された。 

 

（５）食料安全保障に関する拡大会合（１０日午前） 

（イ）各国より、食料価格は高値かつ不安定な状況が続いており、食料安全保障

確保のため更なる行動を取る必要がある共通認識が示され、特に、最も脆弱な

アフリカへの支援の重要性が指摘された。かかる観点からも、国際社会の取組

みを統合・強化するため、食料安全保障に関するグローバル・パートナーシップ

の早期実現が訴えられた。 

（ロ）総理よりは、２０１０-１２年の３年間で、インフラを含む農業関連分野において

少なくとも３０億ドルの支援を行う用意があることを表明し、国際農業投資に関

連し行動原則等を議論するプラットフォーム（協議体）の設置を提案した。 

（ハ）持続可能な農業開発のための支援が強調され、３年間で２００億ドルの資金

を動員するという目標が示された。被援助国側としても、オーナーシップを持っ

て腐敗の撲滅等ガバナンス強化に努めることが不可欠であるとの指摘があっ

た。 

（ニ）食料価格に関しては、市場安定確保に向けた取組が重要であり、市場におけ

る投機的な動きを警戒し、透明性を有し開放的な市場を構築する必要があると

の意見が多くみられた。 

（ホ）議論の結果、食料安全保障に関する共同声明が採択された。 

 

５．２０１０年Ｇ８サミット  

 首脳会合の議論の内容をとりまとめた「議長総括」において、２０１０年にカナダ・

ムスコカでＧ８サミットを開催することを歓迎する旨が盛り込まれた。     

 （了） 





Ｇ８ラクイラ・サミット首脳宣言（国際保健部分）

 保健従事者の改善、情報、社会保険保護を含む保健財政システムを通じた保健システムの強化が不可欠であることを強調。

 特に保健政策に携わる人材の育成に関する新たな合意。

→研究者のネットワーク構築および学術センターの共同体の設置。2009年末にアフリカのパートナーと会議を開催。

洞爺湖サミットで合意された保健システム強化（人材、情報、財政）の重要性の再確認

保健関連MDGsで進捗が遅れている母子保健の取組強化

 妊産婦と新生児と子供の健康に関する世界的コンセンサスの構築を支援。

資金増加のための取組

 600億ドルの投資に関する既存のコミットメントを2012年までに実施することを確認。

 開発のための革新的資金調達に関するリーディング・グループの作業と保健システム強化のための革新的国際資金調
達ハイレベル・タスクフォースの報告書を認識。G8の多くの国は、特定の提言について検討し前進させている。

フォローアップ・メカニズムの設置を通じたコミットメントの進捗状況のモニタリング（保健専門家報告書の公表）

Ｇ８ラクイラ・サミット首脳宣言（水と衛生部分）Ｇ８ラクイラ・サミット首脳宣言（水と衛生部分）

 エビアン水行動計画の進捗状況に関するＧ８水専門家の報告を歓迎。明確な前進があったものの、さらなる取組が必要。

 水と衛生に関する課題は、リーダーシップ、投資、開発途上国における政府、市民社会及び民間セクターの行動。

 相互の説明責任と責任の共有に基づくアフリカ・Ｇ８のパートナーシップを強化。

 ２００９年末までに確実な前進を達成するため、あらゆるレベルにおいて取組を継続（共同声明発出）。

→アフリカの取組

・国家開発計画において水と衛生を優先

・国家予算配分及び持続可能な費用回収政策を含む資金動員戦略を策定

・すべての利害関係者の関与及び関係者の能力強化を促進

→G8の取組

・援助効果のための調整プロセスの支援

・現地機関の能力強化の支援

・既存のイニシアティブとの補完性及び相乗効果の強化

 アジア太平洋に関し、総合水資源管理に焦点を当て、気候変動への適応や越境河川流域管理等の地域課題に取り組む。

水と衛生の確保が持続的な経済成長に不可欠であることを強調



Ｇ８ラクイラ・サミット首脳宣言（教育部分）

•質の高い初等教育の修了を優先しつつ、それ以降の教育・訓練を含む教育システムへの統合的なアプロー チを支援。

•紛争国、女子、農村の子ども、障害を持つ子ども、HIVエイズの影響を受けている子どもなどに特別の配慮。

•教員の採用・養成等を通じて、教育の質の向上を目指すことが不可欠。教員のギャップを埋めるための国際タスクフォースの
設立を歓迎。

•国際的イベントを通じた、教育支援のためのグローバル・キャンペーンを歓迎。

教育は人権であると同時に、貧困削減や経済危機からの回復への重要な鍵と認識

G8は「万人のための教育 Education for All :EFA」に引き続きコミット

ファスト・トラック・イニシアティブ（FTI）*への支援を改めて表明。
*EFA目標の１つである初等教育完全普及に向けた国際的支援枠組み*EFA目標の１つである初等教育完全普及に向けた国際的支援枠組み

→FTI改革のプロセスの実行の促進を継続

→FTIにより今後18ヶ月の間で12億ドルと試算されている資金不足に対し、二国間・多国間の資源を動員

EFAの取組を促進するため、教育データ・政策・能力のギャップを埋める。



Ｇ８ラクイラ・サミット首脳宣言（食料安全保障部分）

 食料価格高騰と経済危機により、貧困層の食料アクセスが悪化。Ｇ８食料安全保障に関する専門家グループによりG8北
海道洞爺湖サミットでのコミットメントの実施を確認。

 食料が確保される世界の実現にむけて、次のことにコミット。

→農業に対する投資増加を促進することによる世界の食料生産の持続可能な成長

→国際機関と協力して国際農業投資の促進イニシアティブの発足

→FAO改革、ドーハ・ラウンドの交渉加速

→地域又は国主導の持続可能な農業開発のプロセスを支持

食料へのアクセス確保に向けて、国際社会が協力して取り組む必要性を再確認

 2009年末までに、農業及び食料安全保障に関するグローバル・パートナーシップ（GPAFS）の実施を加速。

世界の食料安全保障に関する共同声明

食料安全保障及び持続可能な農業を実現するために、行動することに合意

 経済危機、食料価格高騰が飢餓及び貧困に与える影響を強く懸念。

 世界、地域、国家レベルですべての関係者が関与し、必要な規模と緊急性をもって行動することに合意。

→農業への投資

・世界の食料生産力の拡大のために、投資の増加が喫緊の必要。
→セーフティーネット

・人道目的の食料に対する輸出規制の撤廃を要求、国際的備蓄システムの検討。

→貿易政策

・貿易と投資に対する新たな障壁を設けず、WTOルールと整合的でない輸出刺激策をとらないことにコミット。

→グローバル・パートナーシップ

・農業及び食料安全保障に関するグローバル・パートナーシップの実施を前進。

 これらの原則を行動に移し、世界の食料安全保障を達成するために必要なあらゆる措置を講じることを決意。

 ３年間で200億ドル以上の資金を動員するという目標を設定。

食料安全保障及び持続可能な農業を実現するために、行動することに合意




